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標準化は何のため？

　「標準化」が持つ意味は，この用語が適用される分

野や文脈でやや異なるが，ある領域で利便性を高め

るために共通に使う決まりごと，すなわち「標準」を

定める過程と見ることができる．この意味に従え

ば，紀元前の測量ですでに用いられた長さの単位か

ら，前世紀から使い続けられている電話回線の伝送

方式や近年始まったデジタル放送の符号化方式まで，

我々は多くの「標準」に囲まれて生活している．そし

て，これら標準には，技術者や研究者たちの思惑と

努力，そして成功と失敗の歴史がある．

　「標準」の策定は，その必要性や先進性，妥当性等

が評価されて，市場あるいは合議の場で定められる

ことが多い．この「標準」を事業戦略ツールの 1つと

して巧妙に活用することにより，市場拡大，さらに

は自社のシェア拡大に成功している企業も少なくな

い 1），2）等．

　一方，「標準」を定める標準化の活動は，企業自身

を強化する上でも非常に有用なツールとなる．1つ

は，公式なターゲット設定の下で他社と競争するこ

とによる研究開発の加速である．また，そのための

開発体制，内部連携の強化に向けた投資も比較的引

き出しやすくなる．次に人材育成である．世界最先

端の技術的要求や他社との切磋琢磨による刺激は大

きい．最後に，国際標準化の場で外国企業との表裏

のある討議や技術連携によるグローバル感覚の強化

は，次のリーダーを育てる上でも重要である．

　近年非常に目覚しく進化し，産業に貢献してきた

標準の 1つにマルチメディア関連の標準化がある．

これらの標準化は，マルチメディア産業のコア技術

の進化を促し，市場を拡大するという比較的分かり

やすい役割を果たしている．

　マルチメディア関連の標準化の歴史は，音声符号

化の標準化から始まる．1970年代後半に，国際機

関である CCITT（現 ITU-T）で行われた，パルス符

号変調（pulse code modulation : PCM）技術に基づい

た一連の標準化が第一世代の標準化であり，1980

年代のMPEG （moving picture experts group） 標準化

へと広がっていった．1990年代からは，携帯電話

向けの技術標準を定める 3GPP （The 3rd generation 

partnership project） も数々の標準を制定してきた．

本稿では，オーディオ標準化活動とその事業化を中

心に，企業での標準化活動とそれが企業内に与えた

影響について述べる．

標準化はコア技術を進歩させる 

　企業にとって，標準化に参加することの最大の利

点は，標準そのものにあるのではない，というと逆

説的であるが，これが我々の偽らざる実感である．

もちろん，標準として自分たちの技術を採用させ，

その知財権から収益を上げ，またビジネスで先行者

利益を享受することは，きわめて大切である．しか

し，これらが成功するかどうかはある種の賭けであ

り，標準となってもビジネスで成功しない例は枚挙

にいとまがない．しかし，標準化の過程で研究開発

に投じたリソースは，確実にコア技術を進歩させる．

当社の例として，ISO/IEC JTC 1/SC 29 WG 11に

おけるMPEG-1オーディオと 3GPPにおける AMR 

（adaptive multirate）コーデック用ノイズサプレッサ
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をあげることができる．

　MPEG-1オーディオの標準化に当社が参画したの

は，1989年のことであり，それまで当社ではサブ

バンド符号化に基づくオーディオ符号化の研究を行

っていた 3）．しかし，当時の研究部長が，「これか

らのオーディオ符号化は変換符号化だ！」と有無を

言わせず研究開始を命じた．その時点ですでに，標

準化は開始されており，他社は技術提案を行ってい

る．そのようなときに，当社ではまったくの素人が

10年以上前の論文を読み，シミュレーションプロ

グラムを一から書くことから研究を開始した．標準

化に何らかの提案をするためには，急速に技術のキ

ャッチアップをしなければならない．今日のように，

労働時間に厳しい規制もない頃，150時間／月とい

う残業を 3カ月連続して，何とかコサイン変換のブ

ロック長に問題があることを発見した．この問題を，

フレームパワー変化によってブロック長を適応的に

変化させることで解決 4）し，その後の当社知財ポー

トフォリオに確実な橋頭堡を築くことができた．

　その 10年後，1999年には，3GPPのノイズサ

プレッサ標準に飛びついた．この標準（TS07.26）

は，標準化当時，必要な技術レベルを達成できる提

案がないために，ノイズサプレッサのアルゴリズム

ではなく，音質に対する要求条件とその評価手順を

詳細に規定するものとなっていた．当社では，第三

世代携帯電話サービス開始を目前にして，この標準

を満足する音質の達成を，当時の新入社員の研究テ

ーマとしたのである．通常の標準化と異なり，標準

が完成しているので，外部スケジュールによる急速

な技術開発は当初から望むべくもなかった．しかし，

まったく技術の蓄積がない分野に新入社員を投入

し，人も技術もゼロからの出発は苦労の連続であっ

た．何をやってもうまくいかず，成果のでない日々

が 2年間続いたある日，音質劣化の大きな原因が雑

音推定精度にあることを発見した．これが，重み付

き雑音推定技術の開発につながった 5）．所望音声と

雑音からなる入力信号を，推定 SNR（信号対雑音

比）で配分することで推定雑音を得るという，きわ

めてシンプルな雑音推定法である．言われてみれば

当たり前のこの推定法が，雑音推定精度向上に決定

的な役割を果たし，その後の当社の高音質雑音抑圧

技術の中核をなすことになった．また，学術的にも

高く評価され，2002年の電子情報通信学会論文賞

を受賞することとなった．日の当たる技術ばかりで

なく，論文や特許にならない／しないような，いわ

ばノウハウも蓄積された．たとえば，雑音抑圧では

いまだにミュージカルノイズと呼ばれる音質劣化を

防止するという研究がなされている．しかし，我々

は，特別なことをしないでも，ミュージカルノイズ

を発生させないアルゴリズムの設計法を体得してい

たのである．これらの技術の集大成で，2002年 7

月に，3GPPから TS07.26準拠の公式認証を取得す

ることができた．当時の最高音質であることに対す

る 3GPPのお墨付きを得ることができたのである．

　このように，標準化への参加は，コア技術を進歩

させるが，何事にも負の側面はある．十分な人的リ

ソースを投入できない環境で，リソース的に優位な

他社と互角以上に戦うことは，時として，研究者の

健康を損ねる可能性もある．また，標準化会合の締

切をマイルストーンにして開発を続けていると，ス

ケジュールの自己管理能力が十分に育成されない可

能性もある．管理職は，このような点に十分な配慮

をすることが肝要である．

標準化は周辺技術も進歩させる

　標準化への参加は，コア技術だけでなく，周辺技

術をも進歩させる．1978年，CCITT （現 ITU-T）

では 32kbit/s ADPCM （adaptive differential pulse code 

modulation）に基づいた次世代音声符号化 G.721の

標準化が行われていた．当社からも技術提案を行い，

最終的に予測によって音声信号の冗長性を取り除く

部分に新技術が採用された．この標準化過程で，音

声符号化技術を蓄積させることができ，後のオーデ

ィオ符号化へと発展させることができた．しかし，

本当に事業に役立った，すなわち利益をもたらした

のは，実は符号化というコア技術よりも周辺技術で

あった．

　当時の信号処理装置は，個別の加算器や乗算
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器，あるいはそれらが複数，1チップに搭載された

SSI （small scale integration）/MSI （medium scale inte-

gration）を用いて実現されていた．ADPCMの基本

処理である予測には，FIR （finite impulse response）

フィルタが利用される．FIRフィルタは，1つの乗

算に続く加算から構成される積和演算を，繰り返す

構成である．このことに気づいた研究者は，積和演

算を効率よく実現することのできる信号処理専用演

算チップを開発するに至った．これが，ディジタ

ル信号処理チップ（digital signal processor : DSP） の

誕生 6）である．DSPは内部に積和演算ユニットを

有しており，1命令で効率良く，データの読み込み，

乗算，乗算結果を用いた加算，加算結果の書き出し

を行うことができた．また，刻一刻とアルゴリズム

が発展していく標準化の過程において，プログラム

修正によって異なったアルゴリズムに対応できる

DSPは，きわめて有用であった．

　積和演算は，FIRフィルタばかりでなく，フーリ

エ変換などの時間周波数変換でも多用される信号処

理の基本演算である．このため，積和演算を効率よ

く実行することができ，処理内容をプログラムで自

由に変更することのできる DSPは，今日に至るま

で，携帯電話を中心とする各種マルチメディア端末

を実現するための，主要な構成要素として君臨して

きている．また，1990年代から DSPを主たる製品

の 1つに据えた Texas Instruments （TI）が，大きな発

展を遂げたことは広く知られている．

　では，この標準化から，当社はどのような利益を

得ることができたかと聞かれると，想像されるよう

なよい回答は期待できない．MPEGより一時代前

の CCITT標準化では，標準は無償で実施許諾する

ことが，実質的な新技術の標準化採用条件であった．

このため，知財権による回収も皆無で，事業として

成功したとは言い難い．

　一方，周辺技術として世界で最初に DSPを開発

し，チップとして売り出し，ビジネスの一部門とし

て立ち上げることはできた．また，それなりの先行

者利益も得ることができた．しかし，DSPが発展

してより複雑な処理を行えるようになると，プログ

ラムを書くという作業が技術者を困らせることにな

る．FORTRANや Cなどの高級言語ではなく，ア

センブラ言語というチップ固有の原始的な命令でプ

ログラムを書かなければならなかった DSPは，熟

練した技術者にしか使いこなすことはできなかった

のである．しかし，当時の研究者にはプログラム作

成支援の重要性が十分に理解できなかった．毎日，

特定のチップのアセンブラ言語でプログラムを書い

ている研究者にとって，アセンブラでプログラムを

書くことは高級言語でプログラムを書くこととほと

んど同等だったのである．しかし，その結果，DSP

の演算能力が急速に発展し，プログラム作成が複雑

化する時期に，コンパイラなどのプログラム作成支

援技術に対する大きな技術開発投資を強く主張でき

なかった．プログラム作成支援技術の開発より，チ

ップ本体の開発を優先した帰結として，また別の理

由も数々あり 7），8），当社は DSP事業での存在感を

急速に失っていくことになる．第 3世代の携帯電話

が急速に普及した 2000年代に，大逆転を賭けた大

きな投資に踏み切り，当時としては画期的な演算能

力と低消費電力のチップを開発・商品化したが，自

社事業に利用される以外に大きな市場を奪回する

ことはできず，起死回生には至らなかった．当社

と同時にDSPを開発したベル電話研究所を擁する

AT&Tも，同社の分割後の役割変化によって DSP

を市販できるようになったが，大きな事業に育てる

ことができなかった点では奇妙な符合を見せている．

　TIの事業としての成功をみると，技術開発と事

業では，その成功を支配する要因に大きな違いがあ

ることが分かる．事業の成功には，正しい方向付け

が不可欠であり，これを間違うと一気に転落が始ま

る．いつ方向付けをするのかというタイミングも大

切であり，経験や先入観がないために，時として追

従者が有利になることもある．後から歴史を検証す

ればまことしやかな説明はいくらでも可能であるが，

その時代を生きるものにとって，正しい方向付けは

永遠の課題であると言えよう．

標 準 化 は コ ア 技 術 と 同 時 に 周 辺 技 術 も 進 化 さ せ る
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標準化が家康のホトトギスを生む

　MPEGオーディオの主要な応用の 1つが，携帯

オーディオプレイヤーである．iPodが世界を席巻

し，発展版の iPhone/iPadが今日のスマートフォン

／タブレットブームをもたらしたことは，改めて指

摘するまでもない．しかし，iPodの祖先となる最

初の完全半導体オーディオプレイヤーが日本で生ま

れた 9）ことは，ほとんど知られていない．

　完全半導体オーディオプレイヤーは，メモリ容量

増加，同価格低減，データ圧縮率向上（符号化レー

ト低減）の同時進行により，実現のクリティカルポ

イントを超えて誕生した．1994年 12月に世界初

の完全半導体オーディオプレイヤーとして発表され

たシリコンオーディオ☆ 1は，MPEGオーディオレ

イヤ IIに基づいて符号化されたオーディオデータ

を，名刺サイズのフラッシュメモリカードから読み

出し・復号し，音響信号として再生する機能を提供

する．メモリカードの容量は 40MByte，符号化レ

ート 192kbit/s（チャネル当たり，4倍圧縮）で記録

時間約 30分というものであった（図 -1左）．当時の

主要全国紙で報道され，海外では Time， Newsweek，

Financial Timesや各種雑誌などにも記事が掲載され

た（図 -2）．

　これらの報道に対して，社内事業部および他社を

含むさまざまな部門から事業化を想定した問合せが

☆ 1 シリコンオーディオ／ Silicon Audioは，日本電気（株）の登録商標
です．

あったが，当時最も有望であったのは，今日では当

たり前になっている大学受験生向け全国規模の英語

リスニングテストへの適用であった．スピーカー受

聴では，座席によって聞こえ方が不公平になると

いう問題を解決することができる．同様の問題が，

今日でも TOEIC （Test of English for International 

Commu nication）/TOEFL （Test of English as a Foreign 

Lan guage）のリスニングテストで解消されていない．

　技術を説明し，試作品でデモを行い，後は価格と

納入条件というところまで話は進んだ．1回利用し

たプレイヤーは，清掃や保管のコストが理由で，毎

年廃棄するという使い捨てプランだった．この条件

では，かなりの低価格が要求条件になりそうに思え

るが，実際の想定価格はかなり高額であった．しか

し，残念ながら，当社の価格見積りはその条件を満

たすことができなかった．積み上げた原価とゼロに

限りなく近い利益の合計が，すでに想定価格を超え

ていたと記憶している．このビジネスの成約が，将

来にわたって毎年 50万台の出荷を約束すること，

大量生産により原価が急速に低減すること，センタ

ー試験に利用されていることによるネームバリュー，

TOEIC/TOEFLへの展開などさまざまな要因まで，

当時は考えが及ばなかった．また，たとえば台湾や

中国への生産外注の可能性まで追求しなかったこと

は，結局，試作を行った研究者として，実用化への

熱意に欠けていたというそしりを免れない．

　一方，多数の人が，シリコンオーディオが身近に

なることを実感できるほど，機が熟していなかった

図 -1　シリコンオーディオ（左から 1994 年，1995 年，1997 年）
©1995 Time Inc. All rights reserved.

図 -2　Time 1995 年 7 月 17 日号の記事（右上の写真）
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ことも忘れてはならない．前述の試作装置に用い

た 40MByteフラッシュメモリカードの購入価格は，

当時，16万円であった．一方，当時の市場価格は，

3000円 /MByteであった 10）．書き換えのできない

マスク ROM （Read Only Memory）でも，やっと 100

円 /MByteであった．それまでの価格の推移を外挿

すれば，2000年にはフラッシュメモリが 100円 /

MByteになることは当時から予想していたが，そ

の予想を心底信じて，積極的な見積り価格を立て

ることは，かなり勇気が必要であった．その証拠

に，MPEG-1オーディオレイヤ IIIアルゴリズム（通

称MP3）を用いた初代 iPodが登場するのは 2001年，

現在の iPodの原型となったMPEG-4オーディオ

AAC（advanced audio coding）アルゴリズムを用いた

iPodが登場して今日の隆盛が見通せるには，2004

年を待たなければならなかった．そして，前記外挿

は 2000年における価格を見事に言い当てていたの

である．

　シリコンオーディオは，技術開発と実ビジネスが

時間的に大きく（ほぼ 10年）ずれていた 1つの好例

となった．ビジネスとして成功させるためには，中

心技術（オーディオ符号化アルゴリズム）が完成する

ばかりではなく，周辺技術の発展（メモリ技術発展

による価格低減）や文化の変遷（携帯オーディオプレ

イヤーの普及，CD（Compact Disc）購入からダウン

ロードへ）が必要だということになる．

　結局，当社は，その正しい事業化時期を見極める

ことができず，携帯オーディオプレイヤービジネス

では利益を上げることができなかった．初期の市場

では，アイリバー，リオ・オーディオ，クリエイテ

ィブなど当時あまり有名でなかった企業が市場を席

巻し，ソニー，アイワ，東芝，松下などの電機メー

カがそれに続いた．しかし，iTunes Music Storeとい

うダウンロードによる供給体制まで組み込んだビジ

ネスモデルを持って後から参入したアップルに，他

のメーカは大敗を喫することになるのである．啼く

まで待った当社はホトトギスを取り逃がし，独自の

方法を工夫して啼かせて見せたアップルがあっぱれ

ということになる．

　オーディオ符号化アルゴリズムに関してそれなり

の知財収入を得た当社であるが，世界で初めて開発

した携帯オーディオプレイヤーによる知財収入はゼ

ロであった．開発が完了してプレスリリースする前

に当然特許を書いてはいた．しかし，メモリから符

号化されたデータを読み出して復号・再生するシス

テムに米粒ほどの新規性・進歩性も見出されなかっ

たために，特許出願は見合わされた．内容的には細

かく書かれていたので，出願・審査されていれば，

今頃，別の収益源になっていた可能性も否定できな

い．研究者の熱意が不十分であったと言えばそれま

でだが，標準化が市民権を得る前の時代であり，知

財権の重要性に関しても今ほど十分には認識されて

いなかったことも事実である．

虎視眈眈とした標準化への狙いが 
新たな市場を切り開く

　2000年頃には，MP3や AACを搭載した製品が

普及しつつあった．オーディオ符号化技術は十分高

い圧縮率で高音質を達成し，すでに成熟したと思わ

れる時期に入っていた．その頃，後にH.264（AVC）

と呼ばれる映像符号化技術の標準化が進められてお

り，合わせてオーディオ符号化でもさらなる高圧縮

率を実現する標準を制定するべきであるという声が

あがっていた．その影では，虎視眈眈と技術を磨

いている企業があった．2001年始め，次期MPEG

オーディオ方式の募集が発行されたMPEG会合の

数日前，Spectral Band Replication （SBR）11）を用い

た圧縮技術を Coding Technologies （CT） （2007年に

Dolby Laboratoriesが買収）と Thomson Multimedia

社が共同で発表した．わずかな情報を用いて，高周

波数域の情報を低周波数域の情報から生成する技

術☆ 2を用いることにより，従来技術に比べて 2倍

の圧縮率を達成していた．募集には他機関からの提

案もあったが，結局，2001年末には，この技術を

AACに適用した方式が，次期標準として音質的に

有望視されることになる．

　同時期に筆者らの研究グループもこの活動への参
☆ 2 高域情報から低域情報を生成することも可能．

標 準 化 を 活 か す も 殺 す も 企 業 次 第 で あ る
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戦機会をうかがっていた．その最中，松下電器産業

（現パナソニック）の技術者との宴席での話しがその

後の共同研究へと繋がり，早速，具体的な活動を行

うことを合意した．

　標準化活動に参加するためには，すでに有望視さ

れていた SBRを大幅に強化する技術の提案が必要

となっていた．そこで着目したのが，演算量であっ

た．当時のチップで実装可能な演算量より遥かにた

くさんの演算量が必要だったのである．これを改善

する最初の提案を，松下電器産業（現パナソニック）

と共同で行ったのは 2002年初春になっていた．そ

の後，SBRの基本技術を開発した CTも加わった共

同開発による最終提案で，低演算量でも技術的に問

題ない実験データを提示できたのは，同年秋であっ

た．共同開発では，TV電話会議だけでなく，キャ

ンプと称して互いの拠点に集合した討議を定期的に

行う時期もあり，開発の加速に大いに役立った．そ

の結果として，40％もの演算量を削減する低演算量

SBR技術を短期間に開発することができた．2003

年 3月には最終ドラフト IS （International Standard）

が発行され，その約 1年後の 2004年に携帯電話へ

の音楽配信が実現された．

　標準化技術による市場を作るためには，早い時

期に実装サンプルを提供できることも重要である．

我々は，汎用 DSPでの実装サンプル試作も標準化

作業とほぼ同時に行うことにより，2003年中頃に

は顧客へ提供可能となっていた 12）．事業がまだ明

確でない状況のため，強引に研究所が進めた試作で

あったが，それゆえに明確になった実装課題などが，

後の製品化で大いに役立っている．また，顧客開拓

に向けて，3社がそれぞれ，時には共同で，関連す

る標準化団体，フォーラム，それからキャリアへの

普及活動を進めた．低演算量 SBRに関して，3社

で国内外へ共同広報 13）を 2002年末に実施している．

　早期に製品搭載され，市場を立ち上げる上で問題

になるのが特許である．技術がある程度明確になっ

た時点で，早期に興味を持った機関へ対応するため

に，提案機関が共同で特許ライセンスが可能な体制

を構築したことも，市場を大きくできた理由と考

える．その後，特許ライセンスエージェントの Via 

Licensing社が行っていた AACパテントプールに合

流し，現在も市場の変化にあった標準必須特許のラ

イセンス 14）を安定的に安心して受けることができ

るようになっている．

　共同研究や特許交渉でどうしてもボトルネックに

なるのが，交渉判断や契約書への対応の早さである．

結局，最小の承認回数で適正に一連の社内承認をす

べく，社内を飛び回ることになった（社内システム

が整備されるほど，意外と承認完了が遅くなる場合

もある）．これは，社内的な手順把握と人脈構築に

は大いに役立った．共同開発を行った企業との特許

ライセンス交渉は，筆者の予想を超えて 5年位の長

期にわたり，渉外担当者が入れ替わる中，状況を一

番把握している筆者自身が最後までかかわることと

なった．

　これらの活動の結果，先に述べた携帯電話音楽配

信に加え，携帯電話ストリーミングからディジタル

ラジオまで，世界的に広く普及活動を行うことによ

り，3G携帯電話，ワンセグ，欧州ディジタルラジオ，

米国衛星ラジオ，DVDフォーラム，SDメモリ等，

SBR技術☆ 3が広く採用されるに至った．MPEGオ

ーディオはその後，多チャネルオーディオ（MPS : 

MPEG Surround），空間オブジェクト符号化（SAOC : 

Spatial Audio Object Coding），ロスレス符号化など，

3次元音響や臨場感通信などに向け，さらに新たな

市場に向けた標準化が進められている．

　このように，さらなる高圧縮化，そして低演算量

化という流れの中で，自社の思惑で虎視眈眈と狙い

を定め，標準化を獲得し，そこで必要な実装や知財

の問題を早期に解決することにより，新たな市場を

切り開くことも可能なのである．この活動の時期に

は標準化が社内で市民権を得つつあったが，十分に

は理解や活用が進んでいなかった．そのため，研究

者自らが他企業との連携や特許ライセンス契約を直

接主導し，事業化に向けた試作や社外顧客開拓など

自己見識で先行して行わざるを得なかった．組織的

☆ 3 低演算量 SBRと低演算量化技術を適用せず演算量が多い高音質
SBRをそれぞれAACに適用した2つの方式が標準規格となっている．
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な対応に至らなかった面もあり，研究者への負荷は

多大であったが，この活動から企業として学んだこ

とも多かった．

標準化が企業内にもたらすもの 

　標準化は，企業自身を強化する上で非常に有用な

ツールである，と冒頭に述べた．以降では，前章ま

でに述べた標準化関連活動等を踏まえて，標準化を

活用した企業活動の各フェーズで，標準化活動が企

業にもたらす影響をまとめてみたい（図 -3）．

①研究開発

　標準化活動に携わる中で見る最新の技術動向や各

機関の思惑に関する情報は，研究開発の方向性や事

業戦略を決定する上で重要な刺激となり，標準化作

業で決められた公式なスケジュールやターゲットの

もとでの競争は，研究開発の強い推進力となる．比

較的明確に事業が見え隠れするマルチメディア関連

の標準化では，見え隠れする事業自体が事業部から

投資を引き出す強い味方になった．逆に，事業計画

と合わない場合は活動への投資を得られず，長期に

構えていた標準化活動の継続が危ぶまれることも多

かった．

　標準化活動で得られる公式ベンチマークの結果も，

企業にとって大変重要である．通常行う製品対製品

の比較でなく，技術それ自体の公式な評価結果は，

（高成績ならば）社内の士気も向上し，顧客への宣伝

効果も大きい．標準というお墨付きには，研究者を

励ます効果もあり，ある種の人材育成の有効なツー

ルとしても機能する．標準化に採用された技術の中

には製品として世の中に出ないものもあるが，たと

えそうであっても，標準化には，研究開発の組織を

蛸壺化させず，広い発想で外向きに情報発信する能

力を育成する効果がある．

②知財による他社差異化

　標準化活動は，特に「人材育成」の推進を通じて，

知財面でも企業組織を強化する．具体的には，標準

必須特許の確保だけでなく，特許ライセンスなど直

接的なビジネスに関する知識を関係者で獲得でき，

さらに共有・継承することができる．また，知財・

渉外部門との連携を深めるとともに，将来の標準化

に向けた技術開発やマネジメントに，その特許獲得

や特許ライセンスの知識などを活かしている．特許

ライセンスの契約に至れば，個々の発明者に与えら

れる金銭的なインセンティブによる励ましの効果も

ある．

　知財による他社差異化要因を構築する戦略や特許

網の良否は，その事業成果を左右するため，非常に

重要である．しかし，戦略や特許網が不完全なまま

進んでしまうことも少なくなく，やはり苦戦を強い

られる．

③標準化参戦

　標準化会議など対外的な交流の場は，他社技術者
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図 -3　標準化活動が企業内にもたらす影響

標 準 化 後 の 継 続 し た ケ ア で 市 場 が 花 開 く
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との切磋琢磨（国際標準化の場で外国企業との表裏

のある討議や技術連携），さらに国内外のコンソー

シアム，フォーラムにおける人脈形成にとって，非

常に有用である．標準化活動は，ときに寝食を共に

することがあり，また数年の長期にわたって同じ技

術者が複数の連続した標準化にかかわる場合もある

ため，その過程で，すでに述べたように新たな協業

を生むことも少なくない．また，技術者を標準化に

参加させることは，国際舞台での実践的な活動機会

を提供することにもなる．幹事や議長を経験するこ

とにより，国際会議でのリーダーシップを学ぶこと

ができ，グローバル人材の育成にも繋がる．

④製品開発

　標準化に参加して技術を把握すると，競合相手に

先行してその標準化に関連した製品戦略策定や製品

開発を進めることができる．その過程で，結果的に，

製品開発のノウハウを蓄積することも可能となる．

また，自社製品保護のための特許網構築も，容易に

なる．提案した技術が必須特許として採用されれば，

すでに述べたように，パテントプールなどを活用し

た知財ビジネスの可能性も出てくる．

⑤市場展開

　最新の標準化に基づいて先行して開発した製品は，

先物投資を惜しまない先端顧客へのアピール力が強

く，顧客接点の構築を容易とする．また，先行して

製品を作れない企業への参入障壁にもなる．さらに，

標準化での共同提案者が，特許ライセンスや事業で

協業者となるケースも多い．

　以上すべて，標準化が社内にも影響を与え，開発

の加速，人材を育成する刺激となることにより，企

業を活性化し，標準化とは直接関係ない活動の強化

にも役立っている例である．

グローバルで活性化した 
企業文化のために

　オーディオ標準化活動とその事業化を中心に，企

業での標準化活動とそれが企業内に与える影響につ

いて述べた．標準化活動を通して企業は多くを学ぶ

ことができるが，それらを活かせるかどうかは企業

次第である．また，標準化で技術者に光を当てるの

か影に隠すのかを決定するのも，企業自身の影響が

大きい．企業が適切な判断で事業創造できるように

環境を整え，またさらにグローバルで活性化した企

業文化を育てるためにも，標準化を今後も巧みに活

用していくことが望まれる．
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